


⑴　地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当

しない者であること。 

⑵  公共施設又は民間事業所等において飲食物提供を行った事業の実績がある 

こと。 

⑶  過去１年間に法令に基づく営業停止処分等を受けたことがないこと。 

⑷  暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号）第２条第２号又は第６号の規定に該当しない者であること。 

⑸  無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成１１年法律 

  第１４７号）に基づく処分の対象となっている団体及びその構成員でない 
　　 こと。 
　⑹　政治団体（政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第３条の規定によ

るもの）、宗教法人（宗教法人法（昭和２６年法律第１２６号）第２条の規定

によるもの）及びこれらに類する団体でないこと。 
  ⑺　法人の場合は、富山県内に本店、支店又は営業所を有すること。個人の場合 

富山県内に居住し業を営んでいること。 
⑻　本市の納税義務者である場合は、市税を滞納していないこと。 

 

３　事業者選定方法等 

　　本市の職員で構成する射水市役所本庁舎食堂運営及び自動販売機設置運営事業

者選定委員会（以下、「委員会」という。）において、企画提案書の評価項目に

基づき、企画提案書及びプレゼンテーションの内容を踏まえて総合的に審査を行

い、最優秀提案者及び優秀提案者に決定する。 

 

４　募集のスケジュール 

令和７年　８月２９日（金）　事業者公募の公告 

令和７年　９月１９日（金）　質問票提出期限 

令和７年　９月３０日（火）　質問票の回答 

令和７年１０月１４日（火）　参加表明書提出期限 

令和７年１０月３１日（金）　企画提案書提出期限 

　　令和７年１１月下旬（予定）　プレゼンテーション・ヒアリング審査 

令和７年１２月中旬　　　　　選定結果通知 

 

５　手続等 

⑴ 　本市担当部署 

〒９３９－０２９４　富山県射水市新開発４１０番地１ 



射水市役所 

財務管理部防災・資産管理課管財係（本庁舎４階） 

　　電話：０７６６－５１－６６１７ 

ファックス：０７６６－５１－６６５０ 

電子メールアドレス：shisankanri@city.imizu.lg.jp 

ホームページアドレス：https://www.city.imizu.toyama.jp/ 

⑵　募集要項の交付 

　　募集要項の交付期間に本市担当部署において交付する。また、市ホームペ

ージからダウンロードすることもできる。 

⑶　質問の受付及び回答 

　ア　提出期限 

令和７年９月１９日（金）午後５時００分まで 

（日曜日、土曜日及び祝日を除く。） 

イ　提出方法 

質問票（様式１）に記載のうえ、持参、郵送、ファックス又は電子メー

ルの添付ファイルにより提出すること。口頭による質問は受け付けない。 

ファックス：０７６６－５１－６６５０ 

電子メールアドレス：shisankanri@city.imizu.lg.jp 

ウ　回答方法 

回答は、令和７年９月３０日（火）までに質問票提出者全員にファック

ス又は電子メールの添付ファイルにより送付するとともに、市ホームペー

ジに掲載する。 

⑷　参加表明書等の提出 

本プロポーザルに参加する者は、参加表明書（様式２）及び該当する提出

書類を令和７年１０月１４日（火）午後５時００分までに、本市担当部署ま

で持参又は郵送により提出すること。 

※郵送の場合は書留郵便とし、提出期限必着とする。 

⑸　企画提案書の提出 

　ア　提出期間 

令和７年１０月１４日（火）から１０月３１日（金）まで 

（日曜日及び土曜日を除く。） 

 

　　イ　提出時間 

　　　　午前９時００分から午後５時００分まで 

ウ　提出方法 



持参又は郵送により本市担当部署へ提出すること。 

エ　提出部数（１部） 

　PDFデータを防災・資産管理課の課メールへ送付するか持参又は郵送に 

より提出すること。 

※郵送の場合は書留郵便とし、提出期限必着とする。 

オ　提出書類 

①　企画提案書表紙（様式５） 

②　企画提案書（任意様式） 

　カ　その他 

　　　詳細は、本事業の募集要項による。 

 

６　プレゼンテーション・ヒアリング 

　　企画提案書を提出した事業者に対して、提案内容を評価するためのプレゼン 

テーション及びヒアリングを実施する。 

なお、詳細は本事業の募集要項による。 

 

７　運営事業者の決定及び公表 

　⑴　運営事業者の決定方法 

委員会の審査結果において、評価点数の最も高い事業者を最優秀提案者と

し、次点の事業者を優秀提案者とする。 

　⑵　審査結果の公表 

　　　委員会の審査結果は、本プロポーザルに参加したすべての事業者に文書で 

通知するとともに、本市のホームページ上で公表する。 

 

８　その他 

公募に係る詳細は、本事業の募集要項及び仕様書による。 
 


